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告   示 

◎新潟県告示第629号 

土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）第11条第１項の規定により、形質変更時要届出区域を次のとおり指定

する。 

令和２年５月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 指定する形質変更時要届出区域 

燕市吉田東栄町21番10の一部 

２ 土壌の汚染状態が土壌溶出量基準に適合していない特定有害物質の種類 

鉛及びその化合物 
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◎新潟県告示第630号 

生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例による

ものとされた生活保護法第49条の規定により、指定医療機関を次のとおり指定した。 

令和２年５月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名     称 所  在  地 指 定 年 月 日 

さの整形外科クリニック 長岡市左近３丁目62－１ 令和２年４月１日 

はしもと眼科クリニック 長岡市荻野１丁目７番13号 令和２年４月１日 

江陽高田医院 長岡市藤沢１丁目８－17 平成30年10月１日 

旭岡薬局 長岡市旭岡２丁目206番地 令和２年４月１日 

土肥歯科医院 上越市中央３丁目15－５ 令和２年４月１日 

有限会社 フジ薬局 上越市高土町２丁目６番１号 令和２年５月３日 

医療法人社団 こんどう医院 柏崎市東長浜町３－15 令和２年５月１日 

クスリのアオキ半田薬局 柏崎市半田二丁目６番23号 令和２年５月１日 

滝澤耳鼻咽喉科医院 燕市吉田旭町４丁目１番20号 令和２年３月１日 

清野医院 燕市地蔵堂本町３丁目４番６号 令和２年４月１日 

てらざわ調剤薬局 五泉市寺沢３－２－２ 令和２年５月１日 

新潟県厚生農業協同組合連合会 

南佐渡地域医療センター 
佐渡市羽茂本郷22番地 令和２年４月１日 

六日町薬局 南魚沼市六日町140番地 令和２年５月１日 

潤歯科 南蒲原郡田上町大字原ヶ崎新田2019－４ 令和２年４月１日 

佐藤医院 三島郡出雲崎町大字川西28－８ 令和２年５月１日 

 

◎新潟県告示第631号 

生活保護法施行規則（昭和25年厚生省令第21号）第14条第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項に

おいてその例によるものとされた生活保護法施行規則第14条第１項の規定により、指定医療機関から次のとおり

廃止した旨の届出があった。 

令和２年５月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

名     称 所  在  地 廃 止 年 月 日 
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たけだ眼科医院 長岡市荻野１丁目７番13号 令和２年３月31日 

今井整形外科クリニック 長岡市左近３丁目62－１ 令和２年３月31日 

黒条内科・消化器クリニック 長岡市下々条町2836－１ 令和２年４月30日 

けんこう調剤薬局 長岡市本町２－４－22 令和２年３月31日 

大橋薬局 ひがし店 柏崎市東本町１－４－29 令和２年４月１日 

齋藤医院赤谷診療所 新発田市上赤谷2689番地 令和２年３月31日 

サンコー薬局 新発田市豊町４丁目３番40号 令和２年３月31日 

 

◎新潟県告示第632号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第２項（又は第115条の５第２項）の規定により、指定居宅サービ

ス事業者（又は指定介護予防サービス事業者）から次のとおり事業の廃止の届出があった。 

令和２年５月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

事業所の名称 所在地 事業者 サービスの種類 
届出の受理年

月日 
廃止年月日 

ホームヘルパー

ステーションや

すらぎ 

新潟県三島郡出

雲崎町大字船橋

483番地１ 

社会福祉法人中

越老人福祉協会 

訪問介護 令和２年３月

24日 

令和２年３月

31日 

 

アースサポート

柏崎 

新潟県柏崎市大

字横山1959番地

１ 

アースサポート株

式会社 

訪問介護 令和２年４月

１日 

令和２年４月

30日 

アースサポート

新発田 

新潟県新発田市

舟入町２丁目３番

37号 

アースサポート株

式会社 

訪問介護 令和２年４月

１日 

令和２年４月

30日 

ケアシスタ訪問

看護 

新潟県魚沼市四

日町25番地１ 

株式会社ケアシス

タ 

訪問看護 

 

介護予防訪問看護 

令和２年３月

27日 

令和２年３月

13日 

ケアサービスセ

ンター・デイサ

ービスやすらぎ 

新潟県村上市岩

船上大町５番８号 

有限会社スマイル 通所介護 令和２年３月

６日 

令和２年３月

31日 

特別養護老人ホ

ーム二の丸 

新潟県新発田市

大手町４丁目５番

29号 

社会福祉法人二

王子会 

短期入所生活介護 

 

介護予防短期入所

生活介護 

令和２年２月

25日 

令和２年３月

31日 

ショートステイ

ライン 

新潟県上越市大

字石沢字外新田

1381番地７ 

医療法人社団畠

山医院 

短期入所生活介護 

 

介護予防短期入所

生活介護 

令和２年１月

14日 

令和２年３月

31日 

いなほ園ショー

トステイ 

新潟県上越市大

字上真砂219番地 

社会福祉法人上

越老人福祉協会 

短期入所生活介護 

 

介護予防短期入所

生活介護 

令和２年１月

29日 

令和２年３月

31日 
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甲信越エア・ウ

ォーター株式会

社愛らんど新潟

店 

新潟県阿賀野市

六野瀬字井戸瀬

436番地５ 

甲信越エア・ウォ

ーター株式会社 

福祉用具貸与 

 

介護予防福祉用具

貸与 

令和２年３月

31日 

令和２年４月

30日 

甲信越エア・ウ

ォーター株式会

社愛らんど新潟

店 

新潟県阿賀野市

六野瀬字井戸瀬

436番地５ 

甲信越エア・ウォ

ーター株式会社 

特定福祉用具販売 

 

特定介護予防福祉

用具販売 

令和２年３月

31日 

令和２年４月

30日 

 

◎新潟県告示第633号 

健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則第130条の２第１項の規定によりなおその効力

を有するものとされた同法第26条の規定による改正前の介護保険法（平成９年法律第123号）第113条の規定によ

り、指定介護療養型医療施設の開設者から次のとおり指定の辞退の届出があった。 

令和２年５月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

施設の名称 所在地 開設者 届出の受理年月日 辞退年月日 

医療法人新光会村上

記念病院 

新潟県村上市松山204

番地１ 

医療法人新光

会 

令和２年２月28日 令和２年４月１日 

富永草野病院 新潟県三条市興野二

丁目２番25号 

医療法人積発

堂 

令和２年２月28日 令和２年３月31日 

三条東病院 新潟県三条市北入蔵

２丁目17番27号 

医療法人社団

橘光葉会 

令和２年２月28日 令和２年３月31日 

 

◎新潟県告示第634号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第99条第２項の規定により、介護老人保健施設の開設者から次のとおり事

業の廃止の届出があった。 

令和２年５月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

施設の名称 所在地 開設者 届出の受理年月日 廃止年月日 

介護療養型老人保健

施設三条東 

新潟県三条市北入蔵

２丁目17番27号三条

東病院内 

医療法人社団

橘光葉会 

令和２年２月28日 令和２年３月31日 

介護療養型老人保健

施設えがおと虹の森

ふもと 

新潟県上越市中央１

丁目23番26号 

医療法人麓会 令和２年２月28日 令和２年３月31日 

 

◎新潟県告示第635号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第29条第１項の規定に

よる指定障害福祉サービス事業者を次のとおり指定した。 

令和２年５月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

障害福祉 

サービスの種類 
事業所の名称 所在地 事業者 

指定 

年月日 
     

自立生活援助 相談支援事業所 deed 胎内市中村浜字築地原

699－128 

社会福祉法人新潟慈

生会 

令和２年

５月１日 

同行援護 ニチイケアセンター上越たか

だ 

上越市北城町四丁目13

番８号 北城センタービ

ル１階南 

株式会社ニチイ学館 令和２年

５月１日 

居宅介護 エミテラス 三条市西裏館二丁目７ エミテラス株式会社 令和２年
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重度訪問介護 番13号 ５月１日 
     

 

◎新潟県告示第636号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第46条第２項の規定に

より指定障害福祉サービス事業者から次のとおり事業の廃止の届出があった。 

令和２年５月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

指定障害福祉 

サービスの種類 
事業所の名称 所在地 事業者 

廃止 

年月日 

居宅介護 アースサポート新発田 新発田市舟入町２丁目３番

37号 

アースサポート株式会社 令和２年

４月30日 重度訪問介護 

居宅介護 アースサポート柏崎 柏崎市大字横山1959－１ 

 

アースサポート株式会社 令和２年

４月30日 重度訪問介護 

 

◎新潟県告示第637号 

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の５の３第１項の規定による指定障害児通所支援事業者を次のとお

り指定した。 

令和２年５月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

障害児通所支援 

の種類 
事業所の名称 所在地 事業者 

指定 

年月日 

放課後等デイサー

ビス 

あすなろくれよん 長岡市曙３丁目３番15

号 

株式会社真友社 令和２年

５月１日 

放課後等デイサー

ビス 

指定障がい児通所支

援事業所 Cサポ・キ

ッズ 

長岡市大島本町３丁目

１－40 第８タカスハ

ウス 

合同会社Cサポート 令和２年

５月１日 

 

◎新潟県告示第638号 

農産物検査法（昭和26年法律第144号）第17条第７項の規定により、地域登録検査機関の登録事項の変更の届出

があり、登録台帳への記載事項を次のとおりとした。 

令和２年５月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

登録番号

代表者氏名 　代表理事会長    今 井　 長 司

登録の区分 　品 位 等 検 査

農産物の種類 　国内産もみ、国内産玄米、国内産大麦、国内産小麦、国内産大豆、 国内産そば

黒﨑　清孝 もみ、玄米、大豆 K152019029

皆川　秀人 もみ、玄米、大豆 K152005181

備　　　考

主たる事務
所の所在地

　新潟県新潟市西区山田2310番地15

住　　   　　所
登録検査 機関
の 名 称

代 表 者
氏 名

主たる事務 所の
所 在 地

新潟県
新潟県柏崎市長峰町４－３－204　メゾン　アグレアブルA

15004 登録年月日 平成14年８月20日

登録検査機関の名称 　一般社団法人新潟県農産物検査協会

新潟県新潟市秋葉区山谷町３－39－21

　　略称『 新潟県検査協会 』　令和２年５月22日　農産物検査員１名の新規登録、１名の住所変更。検査員合計724名。

農産物検査
を行う区域

農 産 物 検 査 員 成 分 検 査 業 務 受 委 託 先

氏　　　名 農産物の種類 証明書番号
受 委 託 の
区 分

 

 

◎新潟県告示第639号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、上越市の和田土地改良区の定款の変更を      

令和２年５月13日認可した。 

令和２年５月22日 

新潟県上越地域振興局長 

 

◎新潟県告示第640号 
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土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第９項の規定により、上越市を地域とする県営区画整理（ほ場

整備「担い手育成型｣)事業三和南部地区に係る換地処分をした。 

令和２年５月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

 

◎新潟県告示第641号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第１項の規定により、次の都市計画事業を認可した。 

令和２年５月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 施行者の名称 

 弥彦村 

２ 都市計画事業の種類及び名称 

(1) 種類 燕弥彦都市計画下水道事業 

(2) 名称 弥彦村特定環境保全公共下水道 

３ 事業施行期間 

 令和２年５月22日から令和７年３月31日まで 

４ 事業地 

(1) 収用の部分 

弥彦村大字井田字川下及び字上表地内 

(2) 使用の部分 

新潟市西蒲区和納字谷内、牛島字縄手下、字岡ノ上及び字岡浦、夏井字岡浦、字中ノ橋、字ケラ田、字大

浦及び字苔谷内、北野字岡浦、南谷内字大野並びに弥彦村大字井田字川下、字楊枝潟、字大竜田、字大瀬町、

字座主田及び字上表地内 

 

公   告 

狩猟免許試験の実施計画変更について（公告） 

令和２年４月17日付けで公告した「狩猟免許試験の実施」について、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点

から、狩猟免許試験の日程等を次のとおり変更する。 

令和２年５月22日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 試験の日時及び場所 

試   験 試験会場 

（所在地） 

対象地域 申請期間 

月 日 受付時間 開始時間 

９月６日

（日） 

午前９時 午前９時 30

分 

サン・ワークしばた 

（新発田市五十公

野4475－３） 

村上市、関川村、粟島浦村、新発

田市、阿賀野市、胎内市、聖籠町 

７月27日（月）

～ ８ 月 17 日

（月） 

長岡市中央公民館 

（長岡市幸町２－

１－１） 

長岡市、見附市、小千谷市、出雲

崎町、魚沼市、南魚沼市、湯沢町、

十日町市、津南町、柏崎市、刈羽

村 

上越地域振興局健

康福祉環境部 

（上越市春日山町

３丁目８－34） 

上越市、妙高市、糸魚川市 

新潟県庁 

（新潟市中央区新

光町４－１） 

新潟市、五泉市、阿賀町、佐渡市、

燕市、三条市、加茂市、田上町、

弥彦村 
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11月25日

（水） 

午前９時 午前９時 30

分 

長岡市中央公民館 

（長岡市幸町２－

１－１） 

燕市、三条市、加茂市、田上町、

弥彦村、長岡市、見附市、小千谷

市、出雲崎町、魚沼市、南魚沼市、

湯沢町、十日町市、津南町、柏崎

市、刈羽村 

10月19日（月）

～ 11 月 ４ 日

（水） 

上越地域振興局健

康福祉環境部 

（上越市春日山町

３丁目８－34） 

上越市、妙高市、糸魚川市 

新潟県自治会館 

（新潟市中央区新

光町４－１） 

村上市、関川村、粟島浦村、新発

田市、阿賀野市、胎内市、聖籠町、

新潟市、五泉市、阿賀町、佐渡市 

２ 受験資格 

  新潟県内に住所を有する試験当日20歳以上（網猟免許又はわな猟免許を受験する場合は18歳以上）の者 

３ 受験申込みの手続 

(1) 提出書類 

  狩猟免許申請書に必要事項を記入し、所定欄に申請前６か月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、無背

景の縦3.0センチメートル、横2.4センチメートルの写真を貼り付け、所定の狩猟免許手数料（新潟県収入証

紙5,200円（現に受けている狩猟免許と異なる狩猟免許を受けようとする場合にあっては、3,900円))を添え

て提出すること。 

(2) 添付書類 

ア 猟銃・空気銃所持許可証の写し 

  銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号）第４条第１項第１号の規定による許可を受けている者

は当該許可に係る許可証の写し 

イ 医師の診断書（アの許可を受けていない者） 

  アの銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号）第４条第１項第１号の規定による許可を受けてい

ない者は医師の診断書（①統合失調症、②そううつ病（そう病及びうつ病を含む｡)、③てんかん（発作が

再発するおそれがないもの、発作が再発しても意識障害がもたらされないもの及び発作が睡眠中に限り再

発するものを除く｡)及び④自己の行為の是非を判別し、又はその判別に従って行動する能力を失わせ、又

は著しく低下させる症状を呈する病気並びに⑤麻薬、大麻、あへん又は覚せい剤の中毒に関するもの)｡ 

  診断書は、受験日と同一年度に発行されたものを有効とする。なお、一度診断書を提出した者が同一年

度内に再受験する場合は、申し出により診断書提出を省略できるものとする。 

ウ 住民票 

  受験日と同一年度に発行されたものを有効とする。なお、一度住民票を提出した者が同一年度内に再度

受験する場合は、前回受験時から住所の変更がない場合に限り、申し出により住民票提出を省略できるも

のとする。 

(3) 書類の提出先及び受付期間 

  受験者の住所地を管轄する地域振興局健康福祉（環境）部（新潟市に住所を有する者は新潟県県民生活・

環境部環境企画課）に、令和２年９月６日実施の試験を受験しようとする者にあっては令和２年７月27日か

ら８月17日までの間に、令和２年11月25日実施の試験を受験しようとする者にあっては令和２年10月19日か

ら11月４日までの間に提出すること。 

４ 受験者への通知等 

  狩猟免許申請書を受理した後、受験者へ免許試験の日時及び会場を明示した受験票を送付する。 

５ 狩猟免許試験の内容、順序等 

  狩猟に関する適性、技能及び知識について行うが、これらの試験を行う順序は適性試験、知識試験、技能試

験とし、適性試験又は知識試験のいずれかに合格しなかった者は、技能試験を受けることができない。 

６ 試験会場の指定 

  試験会場は、受験者の住所地ごとに、１の試験の日時及び場所のとおり対象地域が定められているので、受

験票に明示された会場で受験すること。指定会場以外で受験を希望する場合は、申請の際に、申し出るものと

する。指定された日時及び会場で受験できない場合は、指定された日の３日前までに狩猟免許申請書を提出し
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た地域振興局健康福祉（環境）部、又は新潟県県民生活・環境部環境企画課に申し出ること。 

７ 狩猟免許試験の合格者 

  狩猟免許試験に合格した者に対し、狩猟免状を交付する。 

８ 狩猟免許試験についての問い合わせ 

  新潟県県民生活・環境部環境企画課（電話025－280－5152)､又は地域振興局健康福祉（環境）部に問い合わ

せること。 

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、手術室・病棟デスクについて、次のとおり一

般競争入札を行う。 

令和２年５月22日 

新潟県立十日町病院長 吉嶺 文俊 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  手術室・病棟デスク 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和２年８月31日（月） 

(4) 納入場所 

  新潟県立十日町病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「家具類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 948－0065 

  新潟県十日町市高田町三丁目南32番地９ 

  新潟県立十日町病院経営課 

  電話番号 025－757－5566 内線132 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  令和２年６月１日（月）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和２年６月２日（火）午前10時00分 

 新潟県立十日町病院 外来棟３階講堂 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 



第38号 新  潟  県  報 令和２年５月22日(金) 

9 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立十日町病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書 

 を作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては、「暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、手術室・病棟ロッカーについて、次のとおり

一般競争入札を行う。 

令和２年５月22日 

新潟県立十日町病院長 吉嶺 文俊 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  手術室・病棟ロッカー 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和２年８月31日（月） 

(4) 納入場所 

  新潟県立十日町病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「家具類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 
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３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 948－0065 

  新潟県十日町市高田町三丁目南32番地９ 

  新潟県立十日町病院経営課 

  電話番号 025－757－5566 内線132 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  令和２年６月１日（月）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和２年６月２日（火）午前10時30分 

 新潟県立十日町病院 外来棟３階講堂 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立十日町病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書 

 を作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては、「暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

人事委員会規則 
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寒冷地手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

令和２年５月22日 

新潟県人事委員会 

  委員長  氏 家  信 彦 

新潟県人事委員会規則第６－1852号 

寒冷地手当に関する規則の一部を改正する規則 

寒冷地手当に関する規則（規則第６－1485号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

別表（第２条関係） 

所 在 地 公署及び学校等 区 域 

（略） 

上 越 市 （略） 

少年課少年サポート

センター上越支所 

上越警察署高田交番 

（略） 

上 越 市 

（略） 

（略） 
 

別表（第２条関係） 

所 在 地 公署及び学校等 区 域 

（略） 

上 越 市 （略） 

 

 

上越警察署高田交番 

（略） 

上 越 市 

（略） 

（略） 
 

 備考  （略）  備考 （略） 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

正   誤 

令和２年５月12日付け新潟県公告（予算の公表） 

９ページの 

「  令和２年４月30日専決処分をした令和元年度新潟県一般会計補正予算、災害救助事業特別会計補正予算

及び令和２年度新潟県一般会計補正予算の要領は、次のとおりである。 

 

」 
    

は、 

「  令和２年３月31日専決処分をした令和元年度新潟県一般会計補正予算及び災害救助事業特別会計補正予算

並びに令和２年４月30日専決処分をした令和２年度新潟県一般会計補正予算の要領は、次のとおりである。 

 

」 

の誤り。 
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